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１．はじめに
　本研究の目的は，介護事業所へのアクセシ
ビリティが介護サービスの地域差に与える影
響を明らかにすることである。
　医療・福祉サービスの利用や支出，健康状
態の分布は空間的に一様ではなく，地域間に
差があることが知られている（Skinner, 2011）。
日本の介護サービスもまた例外ではなく，1

人当たり介護給付費や介護保険料，要介護認
定率などに地域差があることが報告されてい
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る。このような地域差が生じる要因として，
人口の年齢構成，住民の生活習慣，健康に対
する意識，所得や家族構成などの分布が地域
によって異なっているという需要側の要因や，
サービス提供体制，財政状況など供給側の要
因があることが実証的に明らかにされている
（中村，2006；清水谷・稲倉，2006；栗盛・渡
部他，2009；近藤・芦田他，2012）。
　2000年に創設された介護保険制度は市町
村を保険者とした制度であり，制度導入時よ
りサービス提供の地域差に関心が集まってき
た。また2005年の制度改正以降，介護サービ
スの実施における保険者の裁量が拡大すると
ともに，「重度な要介護状態となっても住み
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介護事業所へのアクセシビリティが介護サービスの
地域差に与える影響
―北海道の市町村を事例に―

要旨
　本研究の目的は，北海道の市町村を事例に介護事業所へのアクセシビリティが介
護サービスの地域差に与える影響を明らかにすることである。これまでの研究にお
いては介護事業所への地理的なアクセスが介護サービスの利用に影響することが示
唆されてきたものの，直接的にアクセシビリティを計測したうえで介護サービスの
利用との関係を明らかにしたものはなかった。そこで本研究では，まず地理情報シ
ステム（GIS：Geographic Information System）を用いて高齢者人口の居住地から最
寄りの介護事業所までの距離を測定したうえで，市町村別の平均値を算出し，次に
算出した市町村別の平均距離を説明変数，介護サービスの給付件数を被説明変数と
する重回帰分析を行った。分析の結果，介護サービスによる違いはあるが，介護事
業所へのアクセシビリティが高い地域ほど介護サービスの利用は多く，反対にアク
セシビリティが低い地域ほど介護サービスの利用は少なくなるという関係があるこ
とが示された。
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慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後
まで続けることができるよう，住まい・医
療・介護・予防・生活支援が一体的に提供さ
れる地域包括ケアシステム」（地域包括ケア研
究会2010）を地域の特性・実情に応じて構築
していくことが保険者に求められていること
もあり，介護サービスにおける地域差は一層
拡大していくと考えられている。
　このようなことを背景に，地域の特性を踏
まえて介護サービスの提供体制の整備状況を
捉えようとする研究が近年増えてきている。
杉井（2015）では，「平成23年社会生活基本調
査」の個票データに基づいて，過疎地域にお
いてはそうでない地域に比べて介護サービス
の利用が少ないことを示し，「過疎地域では，
日常生活支援が必要な高齢者に適切な介護
サービスが提供されているかを検証する必要
がある」と述べている。また，鈴木（2015）で
は，中山間地域において地域を基盤に支援を
行っている専門職に対する面接調査から，中
山間地域に居住する要介護高齢者の困りごと
として，介護保険サービスの不足や往診可能
な医師の不在を挙げている。田口・吉澤他
（2016）では，高知県安芸保健医療圏を対象地
域としたアンケート調査をもとに，訪問看護
事業所のない地域にも訪問看護ニーズが存在
することが示されている。上記の研究は，介
護サービスの利用者にとって介護事業所が近
くにないことが介護サービスの利用を抑制し
うる可能性を示唆している。
　一方，介護サービスへのアクセスコストの
減少が介護サービスの利用を促しているとす
る研究もある。湯田（2005）では，都道府県別
のデータを用いて介護事業所の密度が高いと
ころほどアクセスコストが低下しサービスの
利用が多くなっていることを，通所系サービ
ス，短期入所生活介護，施設サービスにおい
て実証的に明らかにしている。
　このように介護事業所への地理的なアクセ
スと介護サービスの利用に関するこれまでの

研究では，介護サービスの利用者が介護事業
所に地理的にアクセスしやすくなると介護
サービスの利用が増加し，反対に地理的にア
クセスしにくくなると介護サービスの利用が
減少するという関係が指摘されてきた。しか
し，これらの研究では介護サービスの利用者
と介護事業所との地理的なアクセスが直接的
に把握されていないという課題があった。そ
こで本研究では地理情報システム（GIS：
Geographic Information System）を用いて介護
サービスの利用者と介護事業所との地理的な
アクセスを測定したうえで，介護事業所への
アクセシビリティが介護サービスの利用の地
域差に与える影響を明らかにする。

２． 介護サービスのアクセシビリティに関す
る先行研究

　近接性を意味するアクセシビリティは幅広
い分野で使用されており様々な測定法がある。
既往のアクセシビリティの概念や測度につい
ては，田中（2004）やHandy and Niemeier 

（1997）などで整理されている。ここでは，日
本の介護サービスのアクセシビリティに関す
る先行研究を 3つに分類したうえでそれらの
内容を見ていく。
　第 1のグループは，アクセシビリティを介
護事業所と介護サービスの利用者または潜在
的な利用者としての高齢者人口との距離また
は移動時間として計測した研究である。北
島・北澤他（2001）では，東京都八王子市内の
通所介護事業所と同市内の基準地域メッシュ
の65歳以上人口のデータセットをもとに，各
基準地域メッシュの中心点から各事業所まで
の道路網による最短ルートの距離を測定する
ことで地理的アクセスを推計している。その
結果，各基準地域メッシュから最寄りの通所
護事業所までの距離の平均値は1.99km（標準
偏差 1.75，最大値 9.21，最小値 0.03）となり，
通所介護事業所の地理的アクセスにばらつき
があることが明らかにされた。また，井上・
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竹末（2013）では，A市在住の要支援高齢者宅
と訪問系サービス事業所・通所系サービス事
業所との直線距離を算出し，サービス種別に
おける平均距離を比較した結果，通所系サー
ビス事業所に比べて訪問系サービス事業所の
ほうが710m遠い距離にあることが明らかに
された。高瀬・山田他（2016）では，過疎・山
間地域にも訪問介護サービスの提供を行う
ケースが多いとされる社会福祉協議会が運営
する訪問介護事業所の実態を把握するため，
社会福祉協議会が運営する訪問介護事業所 4

箇所から提供されたデータをもとに，全ヘル
パーの移動距離（道路ネットワーク距離）や
移動時間を計測し，サービス提供圏を算出し
ている。その結果，過疎・山間地域において
サービスを提供している訪問介護事業所では，
市街地などでサービス提供を行っている訪問
介護事業所に比べて移動距離が長く，移動コ
ストが大きいことが示された。
　第 2のグループは，アクセシビリティを高
齢者の居住地を中心に到達可能と考えられる
一定範囲内にある介護事業所の数として求め
た研究である。生田・山下（2005）では，全国
の訪問介護事業所，訪問看護ステーションの
位置情報と「平成12年国勢調査」による 3次
メッシュごとの高齢者人口データから，各
メッシュの高齢者人口が何個のサービス提供
圏内に含まれているのかをシミュレーション
した。都道府県別集計から，高齢者宅から一
定距離内にあるサービス拠点の数に地域差が
あることを明らかにしている。本研究が対象
としている北海道について見ると，自宅から
5 km以内にサービス事業所がない高齢者が
訪問介護事業所では10万人，訪問看護ステー
ションでは 23万人いることが示されている。
佐藤（2016）では埼玉県狭山市内の通所介護
事業所について，「平成 12年国勢調査」，「平
成22年国勢調査」の境界データ及び町丁目の
5歳階級の人口をもとに到達圏解析を行った
結果，徒歩での到達圏では高齢者の行動範囲

である10分圏内（500m）で約 3割の人口をカ
バーしていることが明らかにされた。
　第 3のグループは，介護事業所から一定範
囲内をサービス提供圏とした場合のサービス
提供圏の面積やそこに居住する高齢人口とし
てアクセシビリティを算出した研究である。
高橋・小田切他（2006）では，山梨県甲府市を
対象に，通所介護施設の各位置を母点とした
ボロノイ分割を行い，「カバー要介護者数」
（施設面積按分法を用いたボロノイ領域に占
める要介護者数）を試算している。分析の結
果，カバー要介護者数は市の中心部と北西部
において多いこと，当該 2地域ではボロノイ
領域の面積が大きく異なり，北西部では介護
サービスの需要が大きいこと，さらに，1施
設がサービスを提供すると想定される範囲も
広範囲となっていることを明らかにしている。
また，Takahashi and Ogihara （2009）では，埼
玉県所沢市を対象に，通所介護施設の住所
データ，町丁別地図，要介護・要支援認定者
数等に関するデータセットをもとに各通所介
護施設のカバー要介護者数を算出した結果，
市内の北西部で少なく，市の中心部を含む南
部で多くなるという地理的な偏りを指摘して
いる。増山（2015）は，「平成 22年国勢調査」
の町丁目区分，年齢階級別人口，基本単位区
の代表点位置をもとに，青森県弘前市におけ
る訪問介護及び通所介護サービスへのアクセ
シビリティを，2SFCA（two－step floating catch-

ment area）法によって測定している。その結
果，分析対象地域内のいくつかの場所におい
て顕著にその値が低くアクセシビリティに欠
ける場所があること，それらの場所が先行研
究で用いられたアクセシビリティ指標が示す
アクセシビリティに欠ける場所とは異なるこ
とが示されている。小黒・平方（2017）では，
新潟市域内に所在する認知症対応型共同生活
介護事業所の各位置を母点としたボロノイ分
割を行い，各事業所の利用圏域ごとの75歳以
上人口数の2010年，2030年と2050年の予測
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データを算出することにより，認知症対応型
共同生活介護事業所の過不足の状況を試算し
ている。分析の結果，DID地区等の市街地エ
リアにおいては，現在でも施設の不足感が高
いのに対し，郊外の農村エリアにおいては現
状においてもどちらかと言うと施設がやや過
剰気味であること，また将来においては，市
街地エリアではますます施設の不足感が高ま
る一方，郊外の農村エリアにおいては過剰感
がむしろ拡大することが明らかにされている。
　これら 3グループの研究では，それぞれの
目的に応じたアクセシビリティ指標を用いて
介護サービスの地域差が分析されている。第
1グループ指標では，到達可能な介護事業所
までの距離の最小値を得ることに関心がある
のに対し，第 2グループ指標では，到達可能
な範囲をあらかじめ設定したうえでその中に
ある介護事業所数の最大値を得ることに主眼
が置かれている。そして第 3グループ指標で
は，介護事業所を地域内で公平に配置するこ
とが目的となっている。
　そこで本研究では，すべての高齢者にとっ
て到達可能な介護事業所があると仮定し，高
齢者の居住地から最寄りの介護事業所までの
距離によってアクセシビリティを計測し，介
護サービスの利用との関係を分析する。

３．分析の枠組み
3.1　データ
　本研究の分析で用いるデータは，総務省統
計局「平成22年国勢調査」500mメッシュデー
タ及び市町村別データ，厚生労働省「平成22

年度介護保険事業状況報告」保険者別データ，
北海道保健福祉部「介護保険サービス事業所
（平成22年 9月30日現在）」データである。
　分析対象は北海道内179市町村である。た
だし，介護保険制度において広域連合を構成
する27市町村1）を除外し，残された152の市
町村について構築したデータセットを分析に
用いた。

　ここで，分析対象である北海道の市町村の
特徴として次の 3 つを挙げることができる。
1つ目は市町村間の人口のばらつきが大きい
ことである。総務省「平成27年国勢調査」に
よれば北海道の総人口は 5,381,733人であり，
市町村別の人口は最大の札幌市で 1,952,356

人，最小の音威子府村で832人と幅広く分布
している。2つ目に市町村数が179と同一都
道府県内の市町村数が最も多いことである。
3つ目に人口密度が2.4人 /haと全都道府県の
中で最も低いことである。

3.2　アクセシビリティの測定
　介護事業所へのアクセシビリティについて
は以下の手順で測定した。まず， 4 次メッ
シュ（500mメッシュ）の境界データ及び「平
成22年国勢調査」（500mメッシュ）の65歳以
上人口データ2），北海道保健福祉部「介護保険
サービス事業所（平成 22年 9月 30日現在）」
（jSTAT MAPを用いて住所から座標データを
入手）を用いて，各メッシュの中心地点から
最も近いところに位置する介護事業所までの
直線距離をArc GIS for Desktop10.3.1（以下，
Arc GIS）を用いて計測した。次に，各メッ
シュの重心点から最寄りの介護事業所までの
直線距離とそのメッシュに含まれる 65歳以
上人口を掛け合わせた値を市町村ごとに合計
し，その値を同市町村の65歳以上人口で割る
ことで市町村別の介護事業所までの平均距離
を算出した。詳しい作業内容は付録に示して
いる。なお対象介護事業所は，在宅系サービ
ス（訪問介護，訪問看護，通所介護，通所リ
ハビリテーション，短期入所生活介護），居住
系サービス（特定施設入居者生活介護，認知
症対応型共同生活介護），施設サービス（介護
老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養
型医療施設）の計10種類のサービス単一ある
いは複合して提供する事業所とした。
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3.3　推定モデル及び使用変数
　介護事業所へのアクセシビリティが介護
サービスの利用に与える影響を明らかにする
ために，第 1 号被保険者 1 人当たり予防給
付・介護給付件数（対数値）を被説明変数，平
均距離，人口構成，所得や世帯構成などの市
町村の属性を説明変数とした重回帰分析を
行った。分析にはStata13を用いた。
　以下の⑴式を介護給付の種類別，介護サー
ビスの種類別に推定する。

Yi＝α＋βXi＋γZi＋εi. ⑴

ここで iは市町村，Yは第 1号被保険者 1人
当たり予防給付・介護給付件数（対数値），X

は最寄りの介護事業所までの平均距離（km），
Zは市町村の属性を表すコントロール変数，εi

は誤差項を表している。⑴式より介護事業所
へのアクセシビリティが介護サービスの利用
に与える影響が平均距離の係数であるβに表
れることになる。ゆえに，平均距離が近いほ
ど（介護事業所へのアクセシビリティが高い
ほど）介護サービスの利用が多いのであれば，
βは負で統計的に有意な値が推計されること
が予想される。推定方法は最小二乗法で，不
均一分散に対応するためロバストな推定を
行った。

⑴　被説明変数：Y
　第 1 号被保険者 1 人当たり予防給付・介
護給付件数（対数値）は，厚生労働省「平成22

年度介護保険事業状況報告」における保険者
別の予防給付・介護給付件数を第 1号被保険
者数で除した値の対数値をとったものである。
なおこの件数については，予防給付と介護給
付の合計である全体，予防給付と介護給付を
それぞれ単独で用いた 3つの値を分析に使用
した。ここで介護サービスの利用を件数で測
る理由は，介護サービスごとの単位や金額，
同一人物による複数回利用の影響を取り除く
ためである。

⑵　平均距離：X
　3.2の手順で算出した65歳以上人口の居住
地から最寄りの介護事業所までの直線距離の
市町村別の平均値（km）を用いた。

⑶　コントロール変数：Z
　介護サービスの利用に関する先行研究を踏
まえて，年齢構成要因，所得要因，家族介護
要因を統制するため以下の変数を用いた。
　⒜　後期高齢者割合（％）
　この変数は，総務省統計局「平成22年国勢
調査」における各市町村の 75歳以上人口を
65歳以上人口で除した値で，65歳以上人口に
占める75歳以上人口の割合を表す。これは加
齢とともに健康状態が悪化することから，75

歳以上人口の割合が高い地域ほど介護サービ
スの利用が多くなるという影響を制御するた
めである。
　⒝　高所得者割合（％）
　この変数は，厚生労働省「平成22年度介護
保険事業状況報告」における保険者別の所得
段階第 6 段階以上に該当する第 1 号被保険
者数を第 1号被保険者数で除して得た値であ
る。これは介護サービスの利用には費用を伴
うため，所得が高い者の割合が高い地域ほど
介護サービスの利用が多くなるという影響を
制御するため導入したものである。ここで，
所得段階第 6段階以上に該当するのは本人が
市町村民税課税の場合であり，基準額以上の
金額を介護保険料として支払っていることか
ら，高所得者の割合を表す変数と言える。
　⒞　単身者世帯割合（％）
　この変数は，総務省統計局「平成22年国勢
調査」における各市町村の高齢単身世帯数を
65歳以上の世帯員のいる核家族世帯数で除
した値で，65歳以上の世帯員のいる核家族世
帯数に占める 65歳以上の単身者世帯の割合
を示す。これは，家庭内に介護者がいる世帯
が多い地域ほど介護サービスの利用が多くな
るという影響を制御するためである。
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４．推定結果
　表 1には記述統計量が示されている。第 1

号被保険者千人当たり予防給付・介護給付件
数3）の平均値を見ると，最も大きいのが通所
介護であり次いで訪問介護，介護老人福祉施
設となっている。最小値を見ると，いくつか
の介護サービスでゼロとなっているものがあ
り，市町村によっては利用者のいないサービ
スがあることがわかる。また介護事業所と65

歳以上人口との平均距離を見ると，通所介護
で平均値，最小値，最大値がそれぞれ最も小
さい値となっており，それが最もアクセシビ
リティの高いサービスであることがわかる。
次に小さい値を示しているのが訪問介護，介
護老人福祉施設の順となっており，平均距離

の値が小さいサービスにおいて第 1号被保険
者千人当たり予防給付・介護給付件数の値が
大きいことがわかる。
　表 2，表 3には市町村別の第 1号被保険者
1人当たり予防給付・介護給付件数（対数値）
を被説明変数とする重回帰分析によって得ら
れた推定結果が介護サービスごとに示されて
いる。推定は予防給付と介護給付を合わせた
全体と，予防給付単独と介護給付単独の 3つ
について介護サービスの種類別に行った。
　推計結果から平均距離の偏回帰係数はおお
むね負の値が得られていることが読み取れる。
以下で介護給付の種類別，介護サービスの種
類別に詳細に見ていく。
　まず，予防給付と介護給付との合計である

表１　記述統計量

被説明変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

Y： 訪問介護 376.6 154.7 87.1 879.3

訪問看護 80.2 58.9 0.0 289.9

通所介護 512.7 156.5 5.0 1003.3

通所リハビリテーション 120.6 121.9 0.0 575.9

短期入所生活介護 89.6 50.6 0.0 294.8

特定施設入居者生活介護 48.1 43.3 0.0 227.7

認知症対応型共同生活介護 81.7 52.8 0.0 252.1

介護老人福祉施設 315.6 155.6 37.5 932.7

介護老人保健施設 122.9 93.5 0.0 616.2

介護療養型医療施設 36.6 57.1 0.0 510.4
X： 訪問介護 2.9 2.8 0.5 25.2

訪問看護 12.5 12.3 1.0 54.8

通所介護 2.9 2.5 0.5 19.4

通所リハビリテーション 24.9 20.6 1.0 109.9

短期入所生活介護 4.2 4.3 1.0 39.4

特定施設入居者生活介護 21.5 20.3 1.0 87.7

認知症対応型共同生活介護 7.6 10.2 0.6 50.6

介護老人福祉施設 4.3 4.3 1.1 39.4

介護老人保健施設 15.3 15.6 1.4 64.6

介護療養型医療施設 20.8 18.3 1.4 104.3
Z： 後期高齢者割合 52.9 3.6 40.6 63.1

高所得者割合 8.8 4.4 3.2 32.0

単身者世帯割合 51.7 8.7 32.4 75.9

注 ）変数Yは第 1号被保険者千人当たり件数。変数Xは65歳以上人口と事業所との平均距離
（km）。変数Zの単位は％。サンプル数は152。
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表２　予防給付・介護給付件数の推定結果（在宅系サービス）

全体 予防給付 介護給付

訪問介護 平均距離 －0.008 （0.007） －0.014 （0.020） －0.011 （0.016）
後期高齢者割合 －0.033＊＊＊ （0.009） －0.039＊＊＊ （0.014） －0.029＊＊ （0.013）
高所得者割合 0.013＊＊ （0.006） 0.006 （0.007） 0.019＊＊ （0.008）
単身者世帯割合 0.016＊＊＊ （0.004） 0.019＊＊＊ （0.005） 0.014＊＊＊ （0.005）
定数項 －0.205 （0.499） －1.162 （0.733） －0.850 （0.691）
観測数 152 152 152
F値 10.22＊＊＊ 6.16＊＊＊ 5.28＊＊＊

R－squared 0.19 0.16 0.12

訪問看護 平均距離 －0.028＊＊＊ （0.009） －0.003 （0.012） －0.027＊＊＊ （0.009）
後期高齢者割合 －0.019 （0.028） －0.017 （0.033） －0.020 （0.027）
高所得者割合 0.007 （0.016） 0.000 （0.019） 0.012 （0.015）
単身者世帯割合 －0.009 （0.011） 0.000 （0.009） －0.007 （0.012）
定数項 －1.101 （1.682） －3.631 （1.759） －1.325 （1.601）
観測数 145 119 144
F値 3.79＊＊＊ 0.23 4.38＊＊＊

R－squared 0.15 0.01 0.15

通所介護 平均距離 －0.067 （0.047） －0.031＊ （0.017） －0.056 （0.044）
後期高齢者割合 0.021＊＊ （0.008） 0.027＊＊ （0.013） 0.015 （0.009）
高所得者割合 －0.002 （0.007） 0.005 （0.008） －0.002 （0.007）
単身者世帯割合 －0.001 （0.004） －0.003 （0.005） 0.000 （0.004）
定数項 －1.611＊＊＊ （0.426） －3.069＊＊＊ （0.682） －1.747＊＊＊ （0.479）
観測数 152 151 152
F値 1.92 1.55 0.91
R－squared 0.11 0.05 0.08

通所リハ
ビリテー
ション

平均距離 －0.022＊＊＊ （0.007） －0.018＊＊＊ （0.006） －0.020＊＊＊ （0.007）
後期高齢者割合 －0.083＊＊ （0.039） 0.018 （0.035） －0.065＊ （0.039）
高所得者割合 0.027 （0.025） 0.034＊ （0.020） 0.042＊＊ （0.020）
単身者世帯割合 0.013 （0.014） 0.004 （0.011） 0.014 （0.014）
定数項 1.226 （2.197） －4.498＊＊ （1.980） －0.185 （2.088）
観測数 135 106 135
F値 7.07＊＊＊ 4.01＊＊＊ 9.76＊＊＊

R－squared 0.19 0.15 0.18

短期入所
生活介護

平均距離 －0.035＊ （0.018） －0.022 （0.013） －0.036＊ （0.019）
後期高齢者割合 0.021 （0.015） 0.107＊＊＊ （0.028） 0.016 （0.016）
高所得者割合 －0.009 （0.009） 0.004 （0.023） －0.009 （0.009）
単身者世帯割合 －0.002 （0.006） －0.017 （0.012） －0.001 （0.006）
定数項 －3.349＊＊＊ （0.833） －10.379＊＊＊ （1.682） －3.168＊＊＊ （0.870）
観測数 151 132 151
F値 0.07＊ 5.67＊＊＊ 1.89
R－squared 0.09 0.12 0.09

注 ）＊＊＊，＊＊，＊は係数がそれぞれ 1％，5％，10％の水準で統計的に有意なことを示す。括弧内はロバスト標準
誤差。
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表３　予防給付・介護件数の推定結果（居住系サービス・施設サービス）

全体 予防給付 介護給付

特定施設
入居者生
活介護

平均距離 －0.020＊＊＊ （0.004） －0.019＊＊＊ （0.007） －0.019＊＊＊ （0.004）
後期高齢者割合 －0.041＊ （0.021） 0.012 （0.030） －0.048＊＊ （0.021）
高所得者割合 －0.009 （0.015） 0.002 （0.025） －0.012 （0.016）
単身者世帯割合 0.005 （0.007） 0.000 （0.009） 0.007 （0.008）
定数項 －0.881 （1.234） －5.119＊＊＊ （1.729） －0.809 （1.278）
観測数 141 108 139
F値 13.46＊ 2.08＊ 10.61＊＊＊

R－squared 0.23 0.10 0.22

認知症対
応型共同
生活介護

平均距離 －0.055＊＊＊ （0.007） 0.114 （0.081） －0.055＊＊＊ （0.007）
後期高齢者割合 0.002 （0.014） 0.050 （0.046） 0.003 （0.014）
高所得者割合 0.010 （0.010） －0.039 （0.027） 0.011 （0.010）
単身者世帯割合 －0.005 （0.005） －0.021 （0.017） －0.005 （0.005）
定数項 －2.185＊＊＊ （0.764） －8.189＊＊＊ （2.223） －2.225＊＊＊ （0.759）
観測数 136 42 136
F値 21.24＊＊＊ 2.55＊ 21.09＊＊＊

R－squared 0.50 0.22 0.50

介護老人
福祉施設

平均距離 0.025＊ （0.014） －0.025＊ （0.014）
後期高齢者割合 0.081＊＊＊ （0.014） 0.081＊＊＊ （0.014）
高所得者割合 －0.004 （0.008） －0.004 （0.008）
単身者世帯割合 0.003 （0.004） 0.003 （0.004）
定数項 －5.584＊＊＊ （0.787） －5.584＊＊＊ （0.787）
観測数 152 152
F値 15.69＊＊＊ 15.69＊＊＊

R－squared 0.36 0.36

介護老人
保健施設

平均距離 －0.042＊＊＊ （0.006） －0.042＊＊＊ （0.006）
後期高齢者割合 0.012 （0.018） 0.012 （0.018）
高所得者割合 0.001 （0.011） 0.001 （0.011）
単身者世帯割合 0.016＊＊ （0.006） 0.016＊＊ （0.006）
定数項 －3.222＊＊＊ （0.953） －3.222＊＊＊ （0.953）
観測数 147 147
F値 14.52＊＊＊ 14.52＊＊＊

R－squared 0.47 0.47

介護療養
型医療施
設

平均距離 －0.044＊＊＊ （0.006） －0.044＊＊＊ （0.006）
後期高齢者割合 0.023 （0.026） 0.023 （0.026）
高所得者割合 －0.008 （0.017） －0.008 （0.017）
単身者世帯割合 0.025＊＊＊ （0.008） 0.025＊＊＊ （0.008）
定数項 －5.403＊＊＊ （1.547） －5.403＊＊＊ （1.547）
観測数 135 135
F値 14.19＊＊＊ 14.19＊＊＊

R－squared 0.38 0.38

注 ）＊＊＊，＊＊，＊は係数がそれぞれ 1％，5％，10％の水準で統計的に有意なことを示す。括弧内はロバスト標準
誤差。



『統計学』第115号 2018年9月

26

全体を被説明変数としたモデルで平均距離が
統計的に有意な説明変数となったのは，訪問
看護の 0.028，通所リハビリテーションの
0.022，短期入所生活介護の0.035，特定施設
入居者生活介護の 0.020，認知症対応型共同
生活介護の0.055，介護老人福祉施設の0.025，
介護老人保健施設の 0.042，介護療養型医療
施設の0.044であり，その他の介護サービス
については統計的に有意な値は得られなかっ
た。
　次に予防給付では，通所介護の0.031（ただ
しF値は有意ではない），通所リハビリテー
ションの 0.018，特定施設入居者生活介護の
0.019となった。
　最後に，介護給付では，訪問看護の 0.027，
通所リハビリテーションの 0.020，短期入所
生活介護の 0.036，特定施設入居者生活介護
の0.019，認知症対応型共同生活介護の0.055

となった。なお，施設サービスは介護給付の
みであり全体と同じ値を掲載している。
　ここで，平均距離の偏回帰係数が負で統計
的に有意な値が得られたことは介護事業所へ
の平均距離が遠くなると介護サービスの利用
が減少することを表しており，例えば訪問看
護（全体）であれば平均距離が 1 km遠くなる
と，訪問看護サービスの利用が 2.8％減少す
ることを意味している。平均距離の偏回帰係
数の値を比較すると，いずれのサービスにお
いても予防給付の推定結果よりも介護給付の
推定結果の方が大きな値をとっている。介護
サービス別では最も大きな値が推定されたの
は，認知症対応型共同生活，次が介護療養型
医療施設，その次が介護老人保健施設であっ
た。

５．考察
　推計の結果は介護事業所へのアクセシビリ
ティが高いほど介護サービスの利用は多いと
いう仮説を支持するものであった。以下にそ
の論拠を述べる。

　一部例外はあるものの，介護事業所へのア
クセシビリティを表す平均距離の偏回帰係数
は統計的に有意に負の値が推計されており，
介護事業所へのアクセシビリティが高いほど
介護サービスの利用は多く，反対にアクセシ
ビリティが低いほど介護サービスの利用は少
なくなるという関係にあることが示された。
　介護給付の種類別に見ていくと，予防給付
に比べ介護給付で統計的に有意な値が推定さ
れていることや，平均距離の偏回帰係数が予
防給付よりも介護給付で大きな値が推定され
ていることから，より介護需要の高い要介護
者向けの介護サービスの利用において，介護
事業所へのアクセシビリティの影響が大きい
ことがわかる。以下では介護給付について見
ていく。
　介護サービス別に見ていくと，訪問介護で
は平均距離のパラメータとして負の値が推計
されたもののいずれのモデルでも統計的に有
意な値ではなかった。この背景には，訪問介
護サービスの利用者が近くにある事業所の
サービスを利用するという状況と，事業所が
遠くであってもそのサービスを利用するとい
う状況があり，両方の影響が混在することで
このような結果になったと考えられる。そも
そも訪問介護サービスは在宅介護サービスの
根幹をなすサービスであることから，アクセ
シビリティの低い地域においてもサービスの
提供が行われる傾向がある。また，高瀬・山
田他（2016）では，過疎・山間地域など移動コ
ストが高い介護提供困難地域では社会福祉協
議会が運営する訪問介護事業所がサービス提
供の役割を担っていると報告している。
　通所介護では予防給付のみで統計的に有意
な値が推定されているものの（ただしF値は
有意ではない），全体及び介護給付では統計
的に有意な値は推定されなかった。この点に
ついては，通所介護サービスでは供給者誘発
需要が起きているという指摘もあり（湯田，
2005），距離よりもむしろ一定範囲内の事業
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所数や事業者密度を考慮する方が適当である
可能性がある。一方，同じ通所系のサービス
でも通所リハビリテーションはいずれのモデ
ルでも統計的に有意な値が推定された。この
結果は，自治体内で新たに通所リハビリテー
ションサービスが提供されたことによって自
治体内の介護給付費が増加したとする両角・
鈴木他（2012）による分析結果とも整合的な
ものである。
　特定施設入居者生活介護はすべてのモデル
において統計的に有意な値が推定された。こ
のことは，高齢者の居住地の近くや人口密度
の高いところに介護付有料老人ホーム，養護
老人ホーム，軽費老人ホーム，サービス付き
高齢者向け住宅などの特定施設が立地する傾
向を反映したものと考えられる。また，この
ことは同じ居住系のサービスである認知症共
同生活介護にも妥当する。
　施設サービスでは，すべてのサービスにお
いて統計的に有意な値が推計されている。待
機者の存在が報告されていることからもわか
るように，施設サービスでは施設数あるいは
収容能力が施設サービスの利用を決定してい
る状況にある。加えて，施設サービスを利用
する場合には地域内の利用者が優先される傾
向にある。このことは，施設サービスへのア
クセシビリティが高いことそのものが介護
サービスの利用を高めているというよりも，
地域内の施設数が増えることによって平均距
離が小さくなり，施設サービスの利用を高め
ているように思われる。また，平均距離の係
数が介護老人福祉施設に比べ介護老人保健施
設と介護療養型医療施設で大きな値が推定さ
れているのは，介護老人福祉施設が人口の集
中していない比較的地価の低いところに立地
する傾向があることや住所地特例による地域
外の利用者によるサービス利用が背景にある
ものと考えられる。

６．まとめ
　本研究ではGISを用いて介護事業所へのア
クセシビリティを測定し，アクセシビリティ
が介護サービスの利用の地域差に与える影響
を分析した。分析の結果，一部例外はあるも
のの，介護事業所へのアクセシビリティが高
い地域ほど介護サービスの利用は多く，反対
にアクセシビリティが低い地域ほど介護サー
ビスの利用は少なくなるという関係があるこ
とが示された。
　ただし，今回の分析には 3つの限界がある。
第 1に，アクセシビリティの測定法について
である。本研究ではアクセシビリティ指標と
して介護事業所と高齢者人口との直線距離を
用いたが，道路情報データ等に基づく移動距
離や移動時間であれば，より現実に即して地
理的アクセスを把握することが可能になる。
また，増山（2015）でも指摘されているよう
に，介護事業所の定員などの収容能力を考慮
した指標を用いることで，実際に利用可能な
介護事業所とのアクセシビリティを捉えるこ
とができる。第 2に，介護サービスの利用者
についてである。本研究では潜在的な介護
サービスの利用者として介護保険制度の第 1

号被保険者である 65歳以上人口を用いたが，
これらは必ずしも介護サービスの利用者と一
致しない。すでに介護サービスを利用してい
る者あるいは，今後介護サービスを利用した
いと考えている者など，介護サービス需要あ
るいは介護サービスニーズを持つ者を対象と
した分析についても行っていく必要がある。
第 3は，アクセシビリティの内生性について
である。多くの介護サービスにおいて介護事
業者の参入は自由であり，介護事業者は地域
のサービス需要を予測したうえでサービスの
提供を行っていると考えられる。その場合，
むしろ地域の人口規模や人口構成，所得水準
や家族形態によって介護事業所へのアクセシ
ビリティが決定されている可能性があること
から，内生性の側面を考慮したモデルを構築
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する必要がある。以上の 3点については今後
の課題としたい。

付録：アクセシビリティの計測方法
　介護事業所へのアクセシビリティは以下の
手順で測定した。

①　 【境界データの入手】「政府統計の総合窓
口（e－Stat）」（https://www.e－stat.go.jp/）
―「地図で見る統計（統計GIS）」―「境界
データダウンロード」―「4次メッシュ
（500mメッシュ）」から，分析対象である
北海道を含む500mメッシュの境界デー
タをダウンロードした。ダウンロードし
たデータのメッシュコードはM 6239，
M6240，M6241，M6243，M6339，M6340，
M6341，M6342，M6343，M6439，M6440，
M6441，M6442，M6443，M6444，M6445，
M6540，M6541，M6542，M6543，M6544，
M6545，M6641，M6642，M6643，M6644，
M6645，M6741，M6742，M6840，M6841，
M6842である。

②　 【人口データの入手】「政府統計の総合窓
口（e－Stat）」―「地図で見る統計（統計
GIS）」―「統計データダウンロード」―
「国勢調査」「2010年」「4 次メッシュ
（500mメッシュ）」「男女別人口総数及び
世帯総数」から，分析対象である北海道
を含む500mメッシュの統計データをダ
ウンロードした。これらのメッシュコー
ドは①と同様である。

③　 【介護事業所データへの位置情報の付与】
「政府統計の総合窓口（e－Stat）」―「地図
で見る統計（統計GIS）」―「地図で見る
統計（jSTAT MAP）」―「統計地図作成」
（図1－a）―「ジオコーディング」（図1－b）
において，北海道保健福祉部「介護保険

サービス事業所（平成 22年 9月 30日現
在）」をもとに作成した「介護サービス施
設・事業所．csv」をアップロードし（図
1－c），住所名リストから自動的に緯度経
度を付与する（図1－d）。「介護サービス施
設・事業所.csv」のK列とL列にそれぞ
れ緯度経度が入力されている（図1－e）。

④　 【境界データの地図化】Arc GISを用いて
①の境界データを地図化した。北海道市
町村地図を追加し（図1－f），両者が重な
る部分のみを抽出した。データの個数
（メッシュの数）は339,029となった。

⑤　 【境界データと人口データの結合】Arc 

GISを用いて④の境界データに②の人口
データをメッシュコードをキー項目とし
て結合させた。なお，65歳以上人口が 1

以上のデータは22,771だった。
⑥　 【介護事業所分布の視覚化】Arc GISを用
いて③のデータから介護事業所の分布図
を作成した（図1－g）。図中の星印が介護
事業所を表している。

⑦　 【距離の計測】各メッシュの重心点から
最寄りの介護事業所までの直線距離を計
測した（図 1－h）。図中の丸印が重心点，
星印が介護事業所を表している。

⑧　 【市町村別平均距離の算出】空間的な位
置関係をもとに各メッシュに市町村コー
ドを付与した。⑦で得られたメッシュご
との直線距離とそのメッシュに含まれる
65歳以上人口を掛け合わせた値を市町
村ごとに合計し，その値を同市町村の65

歳以上人口で割ることで市町村別の介護
事業所までの平均距離を算出した。ただ
し，1つのメッシュが複数の市町村にま
たがっている場合には最も面積の広い市
町村のコードが付与されており，実際の
市町村区分と一致しない部分がある。



介護サービスのアクセシビリティ大澤理沙

29

図1　アクセシビリティの計測
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注

1  ）広域連合とそれらを構成する市町村は次のとおりである。日高中部広域連合（新冠町，新ひだか
町），空知中部広域連合（歌志内市，奈井江町，上砂川町，浦臼町，新十津川町，雨竜町），後志広域
連合（島牧村，黒松内町，蘭越町，ニセコ町，真狩村，留寿都村，喜茂別村，京極町，倶知安町，共
和町，泊村，神恵内村，積丹町，古平町，仁木町，赤井川村町），大雪地区広域連合（東川町，美瑛
町，東神楽）。

2  ）ここでは介護保険制度の第 1号被保険者である65歳以上人口を潜在的な介護サービスの利用者
と捉えて分析を行う。

3  ）推定においては第 1号被保険者 1人当たり予防給付・介護給付件数（対数値）を用いているがこ
こでは，値の解釈を容易にするため第 1号被保険者千人当たり予防給付・介護給付件数を示してい
る。
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The Effect of Accessibility to Long－term Care Services on 
Regional Variations of Long－term Care Utilization : 

A Case Study of Municipalities in Hokkaido

Risa OSAWA＊

Summary

　The purpose of this study is to examine the effect of accessibility to long－term care services on regional 

variations of long－term care utilization using municipal－level data of Hokkaido. Although previous studies 

suggest that the accessibility to the facilities may affect the use of long－term care services, none has 

examined the quantitative relationships between geographical accessibility and their use.

　Thus, the present author measured in this study the geographical distance from the residential area of the 

elderly population to the nearest long－term care service facilities by GIS （Geographic Information System） 
and calculated the mean distance for each municipality. A multiple regression analysis was conducted in 

which the number of benefits of long－term care service was set as a dependent variable, whereas the 

calculated mean distance by municipality were set as independent variables.

　There are some differences among the types of services, however, the analysis revealed that the higher 

the accessibility to long－term care services, the higher the use of long－term care services is and the less 

accessibility to long－term care services, the less use of long－term care services.

Key Words

Long－term care services, Accessibility, GIS, Regional Variations, Municipalities

＊　 Kushiro Public University of Economics
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機関誌『統計学』投稿規程

　経済統計学会（以下，本会）会則第 3条に定める事業として，『統計学』（電子媒体を含む。以
下，本誌）は原則として年に 2回（9月，3月）発行される。本誌の編集は「経済統計学会編集委
員会規程」（以下，委員会規程）にもとづき，編集委員会が行う。投稿は一般投稿と編集委員会
による執筆依頼によるものとし，いずれの場合も原則として，本投稿規程にしたがって処理さ
れる。
１．総則
1－1　投稿者
　会員（資格停止会員を除く）は本誌に投稿することができる。

1－2　非会員の投稿
⑴　原稿が複数の執筆者による場合，筆頭執筆者は本会会員でなければならない。
⑵　常任理事会と協議の上，編集委員会は非会員に投稿を依頼することができる。
⑶　本誌に投稿する非会員は，本投稿規程に同意したものとみなす。

1－3　未発表
　投稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－4　投稿の採否
　投稿の採否は，審査の結果にもとづき，編集委員会が決定する。その際，編集委員会は
原稿の訂正を求めることがある。

1－5　執筆要綱
　原稿作成には本会執筆要綱にしたがう。

２．記事の分類
2－1　研究論文
　以下のいずれかに該当するもの。
⒜　 統計およびそれに関連した分野において，新知見を含む会員の独創的な研究成果をま

とめたもの。
⒝　 学術的な新規性を有し，今後の研究の発展可能性を期待できるもので，速やかな成果

の公表を目的とするもの。
2－2　報告論文
　研究論文に準じる内容で，研究成果の速やかな報告をとくに目的とする。

2－3　書評
　統計関連図書や会員の著書などの紹介・批評。

2－4　資料
　各種統計の紹介・解題や会員が行った調査や統計についての記録など。

2－5　フォーラム
　本会の運営方法や統計，統計学の諸問題にたいする意見・批判・反論など。

2－6　海外統計事情
　諸外国の統計や学会などについての報告。

2－7　その他
　全国研究大会・会員総会記事，支部だより，その他本会の目的を達成するために有益と
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投稿規程

思われる記事。
３．原稿の提出
3－1　投稿
　原稿の投稿は常時受け付ける。

3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化したPDFファイルを電子メールに添付して編集
委員長へ送付する。なお，ファイルは『統計学』の印刷レイアウトに準じたPDFファイルで
あることが望ましい。

3－3　原稿の返却
　投稿された原稿（電子媒体を含む）は，一切返却しない。
3－4　校正
　著者校正は初校のみとし，大幅な変更は認めない。初校は速やかに校正し期限までに返
送するものとする。

3－5　投稿などにかかわる費用
⑴　投稿料は徴収しない。
⑵　 掲載原稿の全部もしくは一部について電子媒体が提出されない場合，編集委員会は製

版にかかる経費を執筆者（複数の場合には筆頭執筆者）に請求することができる。
⑶　 別刷は，研究論文，報告論文については30部までを無料とし，それ以外は実費を徴収
する。

⑷　  3－4項にもかかわらず，原稿に大幅な変更が加えられた場合，編集委員会は掲載の留
保または実費の徴収などを行うことがある。

⑸　 非会員を共同執筆者とする投稿原稿が掲載された場合，その投稿が編集委員会の依頼
によるときを除いて，当該非会員は年会費の半額を掲載料として，本会に納入しなけ
ればならない。

3－6　掲載証明
　掲載が決定した原稿の「受理証明書」は学会長が交付する。

４．著作権
4－1　本誌の著作権は本会に帰属する。
4－2 　本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者もしくはその遺族がその単著記
事を転載するときには，出所を明示するものとする。また，その共同執筆記事の転載を希
望する場合には，他の執筆者もしくはその遺族の同意を得て，所定の書面によって本会に
申し出なければならない。

4－3 　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者もしくはその遺族が所在不明のため，もしくは
正当な理由によりその同意を得られない場合には，本会が承認するものとする。

4－4 　執筆者もしくはその遺族以外の者が転載を希望する場合には，所定の書面によって本会
に願い出て，承認を得なければならない。

4－5 　4－4項にもとづく転載にあたって，本会は転載料を徴収することができる。
4－6 　会員あるいは本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者が記事をウェブ転
載するときには，所定の書類によって本会に申し出なければならない。なお，執筆者が所
属する機関によるウェブ転載申請については，本人の転載同意書を添付するものとする。
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4－7 　会員以外の者，機関等によるウェブ転載申請については，前号を準用するものとする。
4－8 　転載を希望する記事の発行時に，その執筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用する。

1997年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
9月15日，2009年 9月 5日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）
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編集委員会からのお知らせ 
機関誌『統計学』の編集・発行について

編集委員会
　 　
　2016年 9月より，新しい規程にもとづいて，「研究論文」と「報告論文」が設定されました。皆様か
らの積極的な投稿をお待ちしております。

1． 投稿は，常時，受け付けています。なお，書評，資料および海外統計事情等については，下記の
［注記 3］をご確認下さい。

2．次号以降の発行予定日は，
　　第116号：2019年 3月31日，第117号：2019年 9月30日です。
3． 投稿に際しては，新規程にもとづく「投稿規程」，「執筆要綱」，および「査読要領」などをご熟読願
います。最新版は，学会の公式ウェブサイトをご参照下さい。

4． 原稿は編集委員長（下記メールアドレス）宛にお送り下さい。
5． 原稿はPDF形式のファイルとして提出して下さい。また，紙媒体での提出も旧規程に準拠して受け
付けます。紙媒体の送付先は編集委員長宛にお願いします（住所は会員名簿をご参照下さい）。

6． 原則として，すべての投稿原稿が査読の対象となります。
7． 投稿から発刊までに要する期間は，通常 3ヶ月以上を要します。投稿にあたっては十分に留意して
下さい。

編集委員会，投稿応募についての問い合わせは，
下記編集委員長宛メールアドレス宛に連絡下さい。

編集委員長　水野谷武志（北海学園大学）
　副委員長　池田　伸（立命館大学）
　編集委員　小林良行（総務省統計研究研修所）
　　　　　　松川太一郎（鹿児島大学）
　　　　　　山田　満（東北・関東支部）

　 　
［注記 1］　 『統計学』の定期刊行に努めておりますので，できるかぎり早期のご投稿をお願いします。

116号（2019年 3月31日発行予定）への掲載を想定した場合，「研究論文」と「報告論文」の原
稿は，2019年 1月初旬を目途として，遅くともそれまでにご投稿下さい。

［注記 2］　 「研究論文」と「報告論文」は，別個に査読し，区分を変更しません。投稿に当たっては自分
で申告して投稿しますが，この点ご留意下さい。

［注記 3］　 書評，資料および海外統計事情等について，執筆，推薦，および依頼等をお考えの会員がお
られましたら，企画や思いつきの段階で結構ですので，できるだけ早い段階で，編集委員会
にご一報下さい。

以上

editorial@jsest.jp

編集後記
　本誌に投稿していただきました執筆者の皆様，そして快く査読をお引き受けいただきました査読者の皆様に改
めてお礼申し上げます。引き続き，会員の皆様からの積極的な投稿をお待ちしております。
 （水野谷武志　記）
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